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医療保険 普通保険約款 

 

この保険の趣旨 

この保険は、被保険者が保険期間中に疾病または不慮の事故による傷害の治療を目的と

して、入院した場合に、所定の給付金を支払うことを主な内容とするものです。 

 

第１条 （責任開始日） 

１．会社は、保険契約の申込を承諾した場合は、申込日（申込書類郵送の際の消印日付と

します。）から保険契約の保障を開始（責任開始）します。ただし、消印日付が不明の場

合は、会社到着日の２日前を責任開始日とします。 

２．前項の会社の責任開始日の属する月の翌月１日を契約日とし、契約年齢および保険期

間はこの日を基準として計算します。 

３．会社の責任開始日から契約日の前日までの間に、給付金の支払事由が生じたときは、

前項の規定にかかわらず、責任開始日を契約日とし、契約年齢および保険期間はこの日

を基準に再計算します。この場合、保険料に超過分があれば払い戻し、不足分があれば

領収します。ただし、給付金の支払があるときは、過不足分を支払金額と清算します。 

４．会社は、保険契約の申込を承諾した場合は、保険契約者に承諾通知を発送します。ま

た、第 1 回保険料の払込確認後、保険契約者に保険証券を発行します。 

 

第２条 （保険証券） 

会社は、前条（責任開始日）第４項に規定する保険証券に、次の各号の事項を記載しま

す。 

（１）保険契約の種類および保険証券番号 

（２）契約日および保険期間 

（３）保険料およびその支払方法 

（４）支払事由 

（５）給付金額およびその支払方法 

（６）被保険者の氏名および契約時の年齢 

（７）保険契約者の氏名または商号等 

（８）保険証券の作成年月日、会社名および代表取締役の氏名 

 

第３条 （災害入院給付金、疾病入院給付金の支払） 

１．この保険契約において支払う給付金は、次のとおりです。 

名

称 

給付金を支払う場合（以下、「支払事由」と

いいます。） 
支払金額 

受

取

人 

支払限度額 
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災

害

入

院

給

付

金 

被保険者が保険期間中に次の入院（別表

１）をしたとき 

①責任開始日以後に発生した不慮の事故（別

表２）を直接の原因とする入院であること

②その入院が①の事故の日を含めて１８０

日以内に開始したものであること 

③その入院が治療を目的とした、病院または

診療所（別表３）への入院（別表１０備考

１）であり、かつ、１泊２日以上継続した

入院であること 

入院１回につき、 

入院給付金日額

× 

入院日数 

被

保

険

者 

入院給付金日額は

１０００円単位で上

限１００００円とし、

１入院３０日を限度

として支払います。な

お、１保険期間におけ

る通算支払給付金額

は、全ての給付金（特

約を付加している場

合には、その特約の給

付金も含みます。）を

合算して８０万円を

限度とします。 

疾

病

入

院

給

付

金 

被保険者が保険期間中に次の入院（別表

１）をしたとき 

①責任開始日以後に生じた次のいずれかを

直接の原因とする入院であること 

（ア）疾病 

ただし、次に該当するものは除き、以

下同じとします。 

ⅰ）責任開始日前に発病した疾病と医学上

重要な関係のある病気（別表４） 

ⅱ）先天奇形・変形および染色体異常（別

表５） 

ⅲ）先天奇形・変形および染色体異常と医

学上重要な関係のある病気（別表６） 

ⅳ）疾病に含まないもの（別表１０備考２）

（イ）不慮の事故（別表２）（その事故の日

からその日を含めて１８０日経過後に

開始した入院に限ります。） 

（ウ）不慮の事故（別表２）以外の外因 

②その入院が治療を目的とした、病院または

診療所（別表３）への入院であり、かつ、

１泊２日以上継続した入院であること 

入院１回につき、 

入院給付金日額

× 

入院日数 

被

保

険

者 

入院給付金日額は、

１０００円単位で上

限１００００円とし、

１入院３０日を限度

として支払います。な

お、１保険期間におけ

る通算支払給付金額

は、全ての給付金（特

約を付加している場

合には、その特約の給

付金も含みます。）を

合算して８０万円を

限度とします。 

２．前項に関する補則は次のとおりです。 

（１）被保険者が責任開始日前に生じた疾病、不慮の事故または不慮の事故以外の外因を
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原因として入院した場合でも、責任開始日からその日を含めて２年を経過した後に入

院を開始したときは、その入院は責任開始日以後の原因によるものとみなして、前項

の規定を適用します。 

（２）被保険者が同一の不慮の事故を直接の原因とする入院を２回以上したときは、１回

の入院とみなして、災害入院給付金の規定を適用します。ただし、災害入院給付金が

支払われることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日経過

後に開始した入院については、新たな入院とみなします。 

（３）被保険者が同一の疾病を直接の原因とする入院を２回以上したときは、１回の入院

とみなして、疾病入院給付金の規定を適用します。ただし、疾病入院給付金が支払わ

れることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日経過後に開

始した入院については、新たな入院とみなします。 

（４）疾病入院給付金の支払事由が生じた場合でも、災害入院給付金が支払われる日数に

対しては、会社は、疾病入院給付金を支払いません。 

（５）被保険者の継続入院中にこの保険契約の保険期間が満了したことにより、この保険

契約が消滅した場合、保険契約消滅後の継続入院は、この保険契約の有効中の入院と

みなして、前項および第４条（給付金の削減払い）に関する規定を適用します。 

（６）１保険期間の通算支払給付金額は、８０万円とします。 

（７）入院給付金の受給権は、１入院毎の退院時に発生したものとみなします。ただし、

入院中に給付金の請求がなされたときには、請求時をもって受給権が発生したものと

みなします。 

（８）通算支払給付金額が８０万円となった場合は、８０万円となった日の属する月の翌

月以降当該保険期間が満了するまでの月払保険料は、徴収しません。 

（９）前項の規定にかかわらず、責任開始日前に発病した疾病を直接の原因として前項に

定める疾病入院給付金の支払事由に該当したときは、次のとおりとします。 

① 保険契約の締結の際に、会社が、告知等により知っていたその疾病に関する事実に

もとづいて承諾した場合には、その承諾した範囲内で疾病入院給付金を支払います。

ただし、事実の一部が告知されなかったことにより、その疾病に関する事実を会社が

正確に知ることができなかった場合を除きます。 

② その疾病について、責任開始日前に、被保険者が医師の診療を受けたことがなく、

かつ、健康診断等において異常の指摘を受けたことがない場合には、疾病入院給付金

を支払います。ただし、その疾病による症状について保険契約者または被保険者が認

識または自覚していた場合を除きます。 

３．前２項の規定にかかわらず、次のいずれかにより、給付金の支払事由に該当した被保

険者の数の増加が、この保険の計算基礎に重大な影響を及ぼすときは、会社は、給付金

を削減して支払うか、または支払わないことがあります。 

（１）戦争その他の変乱によるとき 
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（２）地震、噴火または津波によるとき 

 

第４条 （給付金の削減払い） 

保険契約の計算の基礎に影響を及ぼす状況変化が発生し、入院した被保険者の数の増加

がこの保険の計算の基礎に影響を及ぼすときは、会社は、給付金を削減して支払うか、ま

たは支払わないことがあります。 

 

第５条 （免責事由） 

１．給付金の支払事由に該当しても給付金を支払わない場合（以下、「免責事由」といいま

す。）は、次のいずれかとします。 

（１）災害入院給付金 

① 被保険者または保険契約者の故意または重大な過失 

② 被保険者の犯罪行為 

③ 被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故 

④ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故 

⑤ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故 

⑥ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に

生じた事故 

⑦ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見のないもの

（原因の如何を問いません。） 

（２）疾病入院給付金 

① 被保険者または保険契約者の故意または重大な過失 

② 被保険者の犯罪行為 

③ 被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故 

④ 被保険者の泥酔の状態を原因とする事故 

⑤ 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故 

⑥ 被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に

生じた事故 

⑦ 被保険者の薬物依存（別表１０備考３） 

⑧ 頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見のないもの

（原因の如何を問いません。） 

２．免責事由に該当した場合、給付金の支払は行わず、保険契約は有効に継続します。 

 

第６条 （災害入院給付金、疾病入院給付金の給付限度額）  

１．この保険契約における、災害入院給付金、疾病入院給付金の給付限度額等は、次のと

おりです。 
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摘 要 支払日数等および支払給付総額 

給付金等の種類 
１回の入院についての 

支払日数または回数 

１保険期間における通算支払給付金

額 

災害入院給付金 ３０日 
支払給付金総額 

８０万円 疾病入院給付金 ３０日 

２．１保険期間における通算支払給付金額は、全ての給付金（特約を付加している場合に

は、その特約の給付金も含みます。）を合算して８０万円を限度とします。 

 

第７条 （給付金の請求、支払時期および支払場所） 

１．給付金の請求は、次のとおりです。 

（１）給付金の支払事由が生じたときは、保険契約者または給付金の受取人は、すみやか

に会社に連絡してください。 

（２）給付金の受取人は、すみやかに会社所定の書類（別表８）を提出して、給付金を請

求してください。 

（３）給付金の受取人は、給付金の支払事由が生じたときは、会社所定の金額を上限とし

て、給付金の一部または全部を請求することができます。 

２．給付金の支払時期および支払場所は、次のとおりです。 

（１）給付金は、その請求に必要な書類が会社に到着した日の翌日から起算して５営業日

以内（会社に到着した日が営業日でない場合は翌営業日。以下本条において同じ。）に、

会社の本社または会社の指定した場所で支払います。 

（２）給付金を支払うために事実の確認が必要な次の各号に掲げる場合において、保険契

約の締結時から給付金請求時までの間に会社に提出された書類のみでは確認ができな

いときは、それぞれ当該各事項に定める事項の確認（会社が指定した医師による診断

を含みます。）を行います。この場合には、前号の規定にかかわらず、給付金を支払う

べき期限は、その請求に必要な書類が会社の本社に到着した日の翌日から起算して４

５日を経過する日とします。 

① 給付金の支払事由発生の有無の確認が必要な場合、第３条（災害入院給付金、疾病

入院給付金の支払）第１項に定める給付金の支払事由に該当する事実の有無 

② 給付金支払の免責事由に該当する可能性がある場合、給付金の支払事由が発生し

た原因 

③ 告知義務違反に該当する可能性がある場合、会社が告知を求めた事項および告知

義務違反に至った原因 

④ この約款に規定する重大事由、詐欺または不法取得目的に該当する可能性がある場

合、同号②、③に規定する事項、または保険契約者もしくは被保険者の保険契約締結

の目的、または給付金請求の意図に関する保険契約の締結時から給付金請求までにお
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ける事実 

（３）前号の確認を行うために、次のいずれかに掲げる事項について特別な照会や調査が

不可欠な場合には、前２号にかかわらず、給付金を支払うべき期限は、その請求に必

要な書類が会社の本社に到着した日の翌日から起算して、次のいずれかに規定する日

数（各事項のうち複数に該当する場合であっても、１８０日）を経過する日とします。 

① 前号①、②または④に定める事項についての弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）

に基づく照会その他の法令に基づく照会（１８０日） 

② 前号①、②または④に定める事項についての学究機関等の専門機関による医学また

は工学等の科学技術的な特別な調査、分析または鑑定（１８０日） 

③ 前号①、②または④に定める事項についての保険契約者または被保険者を被疑者と

して、捜査、起訴その他刑事手続きが開始されたことが報道等から明らかな場合にお

ける、前号①、②または④に定める事項に関する、送致、起訴、判決等の刑事手続き

の結果について、警察、検察等の捜査機関または裁判所に対する照会（１８０日） 

④ 前号に定める各事項についての日本国外における調査（１８０日） 

（４）前２号に掲げる事項の事実の確認に際し、保険契約者または給付金の受取人が正当

な理由なく当該確認を妨げ、またはこれに応じなかったとき（会社が指定した医師に

よる必要な診断に応じなかったときを含みます。）は、会社は、これにより当該事項の

確認が遅延した期間の遅滞の責任は負わず、その間は給付金を支払いません。 

（５）第２号または第３号の場合には、給付金を支払うために確認が必要な事項および給

付金を支払うべき期限を会社は、給付金を請求したものに通知します。 

（６）第１号から第３号に定める期日をこえて給付金を支払う場合は、会社は、その期日

の翌日から会社所定の利率で計算した遅延利息を給付金の受取人に支払います。ただ

し、第４号の定めにより生じた確認が遅延した期間については、会社は、遅滞の責任

を負いません。 

 

第８条 （保険料の払込免除） 

この保険契約に対する保険料の払込免除は取り扱いません。 

 

第９条 （保険契約の消滅） 

被保険者が保険期間中に死亡した時は、この保険契約は消滅します。この場合、保険契

約者（保険契約者と被保険者が同一の場合には、その法定相続人）は、すみやかに会社に

通知してください。 

 

第１０条 （保険料の払込方法） 

１．保険料の払込は月払とし、会社と保険料の口座振替の取り扱いを提携している金融機

関等（以下、「提携金融機関」といいます。）の口座振替による方法とします。 
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２．口座振替は、申込時または保険期間の途中で保険契約者より申し出のあった提携金融

機関の口座（以下「指定口座」といいます。）から、会社の定めた日（以下、「振替日」

といいます。）に行います。ただし、提携金融機関が休業日のときは翌営業日とします。

また、指定口座から振り替えられた場合、振替日をもって保険料の払込があったものと

します。 

３．第 1 回保険料が、預金残高不足等の理由により口座振替ができなかったときは、翌月

の振替日に、第 1 回保険料および第２回保険料を合算した保険料（以下、「合算した保険

料」といいます。）にて口座振替を行います。なお、払い込まれた第 1 回保険料は、契約

日の属する月の初日から末日までの期間に対する保険料として充当します。 

４．合算した保険料の口座振替ができなかった場合には、責任開始日の属する月の翌々々

月５日（以下、「第１回保険料の払込満了日」といいます。）までに、合算した保険料を

会社の本社または会社の指定した場所に払い込んでください。ただし、第 1 回保険料の

払込満了日までに、合算した保険料の払い込みがなかった場合は、その申込は無効とな

ります。 

５．第２回以後の保険料は、各月の払込期月の振替日に、指定口座から口座振替により会

社に払い込まれるものとします。 

６．前項の保険料が残高不足等の理由により口座振替ができなかったときは、翌月の振替

日に２か月分を合算した保険料にて口座振替により会社に払い込まれるものとします。 

７．第５項の保険料は、その払込期月の月単位の契約応当日から次の月単位の契約応当日

の前日までの期間に対応する保険料とします。 

８．第５項の保険料が払い込まれないまま、月単位の契約応当日以後末日までに給付金の

支払事由が生じた場合には、第１２条（払込猶予期間中に給付金の支払事由が発生した

場合）の規定を準用します。 

９．会社または提携金融機関の事情により、会社は振替日を変更することがあります。こ

の場合、会社はその旨をあらかじめ保険契約者に通知します。 

１０．同一の指定口座から２件以上の保険契約の保険料を振り替える場合には、保険契約

者は、会社に対しその振替順序を指定できないものとします。 

１１．保険料が、該当月の契約応当日の前日までに払い込まれ、かつ、その日までに保険

料の払込を要しなくなった場合には、会社は、その払い込まれた保険料を保険契約者に

払い戻します。ただし、保険契約者と被保険者が同一人の場合で、被保険者の死亡によ

り、保険料の払込を要しなくなった場合には、法定相続人に払い戻します。 

 

第１１条 （払込猶予期間および保険契約の失効） 

１．第２回以後の保険料の払込については、払込期月の翌月初日から末日までを払込猶予

期間とします。 

２．払込猶予期間内に保険料が払い込まれないときは、この保険契約は払込猶予期間満了
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日の翌日から効力を失います。 

 

第１２条 （払込猶予期間中に給付金の支払事由が発生した場合） 

１．払込猶予期間中に給付金の支払事由が生じたときは、会社は、給付金の受取人に通知

のうえ、給付金から未払込保険料を差し引きます。 

２．給付金が前項の未払込保険料に不足する場合には、保険契約者は前条（払込猶予期間

および保険契約の失効）第 1 項に定める払込猶予期間の満了日までに未払込保険料を払

い込んでください。この未払込保険料が払い込まれない場合には、保険契約は猶予期間

満了日の翌日から効力を失い、会社は、給付金を支払いません。 

 

第１３条 （保険契約の復活） 

失効した保険契約の復活は取り扱いません。 

 

第１４条 （解約および解約返戻金） 

１．保険契約者は、いつでも将来に向かって、保険契約を解約することができますが、主

契約に特約が付加されている場合、主契約のみの解約はできません。また、この保険契

約には解約返戻金は発生しません。 

２．保険契約者が保険契約の解約を請求するときは、必要書類（別表８）を会社の本社ま

たは会社の指定した場所に提出してください。 

３．解約日の属する日の翌月の保険料が払い込まれた場合、会社は、この保険料を保険契

約者へ払い戻します。 

 

第１５条 （保険期間中の入院給付金日額の変更） 

保険契約者からの申し出による保険期間中の、入院給付金日額の増減額は取り扱いませ

ん。 

 

第１６条 （詐欺による取り消し） 

保険契約者または被保険者の詐欺により保険契約を締結したときは、会社は、この保険

契約を取り消すことができます。この場合、すでに払い込まれた保険料は払い戻しません。 

 

第１７条 （不法取得目的による無効） 

保険契約者が給付金を不法に取得する目的または他人に給付金を不法に取得させる目的

をもって保険契約を締結したときは、会社は、この保険契約を無効とし、すでに払い込ま

れた保険料は払い戻しません。 

 

第１８条 （告知義務） 
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保険契約者または被保険者は、会社が保険契約の締結の際、支払事由の発生の可能性に

関する重要な事項のうち所定の書面で告知を求めた事項について、その書面により告知す

ることを要します。 

 

第１９条 （告知義務違反による解除） 

１．保険契約者または被保険者が、故意または重大な過失により、前条（告知義務）の規

定により会社が告知   を求めた事項について、事実を告げなかったか、または事実

でないことを告げた場合には、会社は、将来に向かって保険契約を解除することができ

ます。なお、主契約が解除された場合、付加されている特約も同時に、消滅します。 

２．会社は、給付金の支払事由が生じた後でも、前項の規定により保険契約を解除するこ

とができます。この  場合には、給付金を支払いません。なお、すでに給付金を支払

っていたときは、給付金の返還を請求することができます。 

３．給付金の支払事由の発生が、保険契約解除の原因となった事実によらなかったことを、

保険契約者、被保険者または給付金の受取人が証明したときは、給付金を支払います。 

４．本条の規定により保険契約を解除するときは、会社は、その旨を保険契約者に通知し

ます。ただし、保険契約者またはその住所もしくは居所が不明であるか、その他正当な

理由により保険契約者に通知できない場合には、被保険者または給付金の受取人に通知

します。 

 

第２０条 （告知義務違反による保険契約を解除できない場合） 

１．会社は、次の各号のいずれかの場合には、前条（告知義務違反による解除）による保

険契約の解除をすることができません。 

（１）保険契約の締結の際、解除の原因となる事実を、会社が知っていたか、または過失

のため知らなかった場合 

（２）会社が少額短期保険契約の締結の代理または媒介を委託した少額短期保険募集人（以

下、「保険募集人」といいます。）が、保険契約者または被保険者が第１８条（告知義

務）の告知をすることを妨げた場合 

（３）保険募集人が、保険契約者または被保険者に対して、第１８条（告知義務）の告知

をしないことを勧めた場合、または事実でないことを告げることを勧めた場合 

（４）解除の原因となる事実を、会社が知った日の翌日からその日を含めて１か月を経過

した場合 

（５）保険契約が、責任開始日からその日を含めて２年をこえて有効に継続した場合。た

だし、責任開始日からその日を含めて２年以内に解除の原因となる事実により給付金

の支払事由が生じていた場合は、保険契約が責任開始日から５年をこえて有効に継続

したとき 

２．前項第２号および第３号の場合に、各号に規定する保険募集人の行為がなかったとし
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ても、保険契約者または被保険者が第１８条（告知義務）の規定により会社が告知を求

めた事項について、事実を告げなかったかまたは事実でないことを告げたと認められる

場合には、前項第２号および第３号の規定は適用しません。 

 

第２１条 （重大事由による解除） 

１．会社は、次の各号のいずれかの場合には、この保険契約を将来に向かって解除するこ

とができます。 

（１）保険契約者が、この保険契約の給付金を詐取する目的または他人に詐取させる目的

で、事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

（２）被保険者または給付金の受取人が、この保険契約の給付金を詐取する目的または他

人に詐取させる目的で事故招致（未遂を含みます。）をした場合 

（３）この保険契約の給付金の請求に関し、給付金の受取人に詐欺行為（未遂を含みます。）

があった場合 

（４）保険契約者、被保険者または給付金の受取人が、次のいずれかに該当するとき。 

（ア）反社会的勢力（注）に該当すると認められること。 

（イ）反社会的勢力（注）に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与

をしていると認められること。 

（ウ）反社会的勢力（注）を不当に利用していると認められること。 

（エ）保険契約者または給付金の受取人が法人の場合、反社会的勢力（注）がその法人

の経営を支配し、またはその法人の経営に実質的に関与していると認められること。 

（オ）その他反社会的勢力（注）と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れること。 

（５）この保険契約に付加されている特約または他の保険契約が重大事由により解除され

ること等により、保険契約者、被保険者または給付金の受取人が会社に対する信頼を

損ない、この保険契約を継続することを期待しえない前４号に掲げる事由と同等の事

由がある場合 

（注）暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含みま

す。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。 

２．給付金の支払事由が生じた後でも、会社は、前項の規定によりこの保険契約を解除す

ることができます。この場合には、会社は、前項に定める事由の発生後に生じた事由に

よる給付金の支払を行いません。この場合に、もし、すでに給付金（注）を支払ってい

たときは、その返還を請求します。 

（注）前項（４）のみに該当した場合で、同号（ア）～（オ）までに該当したのが給

付金の受取人のみで、その給付金の受取人が給付金の一部の受取人であるとき

は、給付金のうち、その受取人に支払われるべき給付金をいいます。 

３．本条による解除は、保険契約者に対する通知により行います。ただし、正当な事由に
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より保険契約者に通知できない場合には、会社は、被保険者または給付金の受取人に通

知します。 

 

第２２条 （保険契約の更新） 

１．この保険契約の保険期間が満了する場合、会社は、保険期間満了日の２か月前までに

更新後の契約内容を保険契約者に通知し、保険契約者が、保険期間満了日の１か月前ま

でに保険契約を更新しない旨の申し出がない限り、保険契約は、保険期間満了日の翌日

に更新されます。ただし、更新後の保険契約の保険期間満了日の翌日における被保険者

の年齢が会社の定める範囲をこえる場合には、更新されません。 

２．更新後の保険契約の入院給付金日額は、保険期間満了日の入院給付金日額と同額を限

度とします。 

３．更新後の保険契約の保険期間は、更新前の保険契約の保険期間と同じとします。 

４．更新された保険契約の保険料は、更新時の被保険者の年齢により改めて計算します。 

５．保険契約者は、更新後の保険契約の第 1回保険料を、更新日（年単位の契約応当日）

の属する月の末日までに、会社に払い込んでください。この場合、第１０条（保険料の

払込）、第１１条（払込猶予期間および保険契約の失効）および第１２条（払込猶予期間

中に給付金の支払事由が生じた場合）の規定を準用します。また、払込猶予期間内に保

険料の払込がないときは、第１２条（払込猶予期間中に給付金の支払事由が生じた場合）

の場合を除き、保険契約は更新されず、更新前の保険契約の保険期間満了日にさかのぼ

って消滅します。 

６．払込猶予期間中に給付金の支払事由が生じた場合は、第１２条（払込猶予期間中に給

付金の支払事由が生じた場合）の規定を準用します。ただし、支払うべき給付金が第 1

回保険料に不足し、払込猶予期間中に保険料の払込がないときは、保険契約は更新され

ず、更新前の保険契約の保険期間満了日にさかのぼって消滅します。 

７．前６項の規定によりこの保険契約が更新された場合には、次の各号のとおり取り扱い

ます。 

（１）第３条（災害入院給付金、疾病入院給付金の支払）および第２０条（告知義務違反

による保険契約を解除できない場合）の規定の適用に際しては、更新前の保険期間と

更新後の保険期間を継続した保険期間とみなします。 

（２）更新後の保険契約には、更新時の普通保険約款および保険料率を適用します。 

８．会社は、保険契約の更新手続きが完了した場合には、保険契約者に対して、書面にて

更新完了通知を発送します。なお、保険契約を更新せず保険契約を終了した場合には、

保険契約者に対して、書面にて契約終了通知書を発送します。 

９．第１項から前項までの規定にかかわらず、会社は、事後検証の結果、この保険の計算

の基礎率と実際が乖離したときは更新する保険契約の保険料等の見直しを行うことがあ

ります。また、更新時に、会社がこの保険契約の締結を取り扱っていないとき、または
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この保険が不採算であったときは、この保険契約は更新されません。保険契約の更新を

取り扱わないときは、会社は、保険契約の保険期間満了日の２か月前までに保険契約者

にその旨を通知します。 

 

第２３条 （給付金の受取人の代表者） 

被保険者の死亡時における被保険者の法定相続人が複数人存在する場合に、給付金の請

求については、給付金の受取人となる代表者１人を定めてください。この場合、その代表

者は、他の給付金の受取人を代理するものとします。 

 

第２４条 （保険契約者の代表者） 

１．保険契約者が２人以上の場合には、代表者１人を定めてください。この場合、その代

表者は他の保険契約者を代理するものとします。 

２．前項の代表者が定まらないか、またはその所在が不明のときは、会社が保険契約者の

１人に対してした行為は、他の保険契約者に対しても効力を生じます。 

３．保険契約者が２人以上の場合には、その責任は連帯とします。 

 

第２５条 （保険契約者の変更） 

１．保険契約者は、被保険者の同意および会社の承諾を得て、保険契約上の一切の権利義

務を第三者に承継させることができます。 

２．保険契約者が本条の変更を請求するときは、必要書類（別表８）を会社の定めるとこ

ろにより、提出してください。 

３．保険契約者の変更を行ったときは、保険証券に裏書します。 

 

第２６条 （保険契約者の住所変更） 

１．保険契約者が住所を変更したときは、新たな住所をすみやかに会社に通知してくださ

い。 

２．前項の通知がなく、保険契約者の住所を会社が確認できなかった場合、会社の知った

最後の住所あてに発した通知は、保険契約者に到達したものとみなします。 

 

第２７条 （被保険者の業務変更等） 

被保険者が、保険契約の継続中にどのような業務に従事し、またはどのような場所に転

居もしくは旅行した場合でも、会社は保険契約を解除せず、また保険料の変更も行わず、

保険契約上の責任を負います。 

 

第２８条 （年齢の計算） 

１．会社は、入院給付金日額、性別および年齢別に保険料を設定します。 
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２．被保険者の年齢は、契約日における満年齢で計算し、１年未満の端数は切り捨てます。 

 

第２９条 （契約年齢および性別の誤りの処理） 

１．保険契約申込書に記載された被保険者の年齢に誤りのあった場合、契約日および誤り

の事実が発見された日における実際の年齢が会社の定める範囲外であったときは、会社

は、保険契約を取り消すことができるものとし、すでに払い込まれた保険料を保険契約

者に払い戻し、その他のときは会社の定める方法に従い、実際の年齢に基づいて契約年

齢又は保険料を変更し、過去の保険料の差額を精算します。 

２．保険契約申込書に記載された被保険者の性別に誤りのあった場合には、実際の性別に

基づいて保険料を変更し、過去の保険料の差額を精算します。 

 

第３０条 （契約者配当） 

この保険契約に対する契約者配当はありません。 

 

第３１条 （時効） 

給付金を請求する権利は、支払事由が生じた日の翌日からその日を含めて３年間請求が

ない場合には消滅します。 

 

第３２条 （保険期間中の契約条件の見直し） 

１．給付金の支払事由の発生が著しく増加し、この保険契約の計算の基礎に重大な影響を

及ぼす状況の変化が生じたときは、会社は、会社の定めるところにより、保険期間中に

保険料の増額または入院給付金日額の減額（「契約条件の見直し」といいます。）を行う

ことがあります。 

２．契約条件の見直しを行うときは、会社は、変更後の契約条件およびその他必要な事項

を保険契約者に通知します。 

 

第３３条 （後見制度を適用している障がい者の方の保険契約に関する取り扱い） 

１．保険契約者または被保険者が精神障がい者または知的障がい者である場合の取り扱い 

（１）保険契約者または被保険者が精神障がい者または知的障がい者である場合は、保護

者（別表１０備考４）からの同意（署名、捺印）を必要とします。 

２．成年後見人等の届け出に関しては、次のとおりとします。 

（１）家庭裁判所の審判により、後見・保佐・補助が開始された場合には、直ちに成年後

見人等の氏名その他必要な事項を、成年後見に係る登記事項証明書または審判書（写）

および確定証明書等（以下、書面といいます。）を提出してください。 

（２）家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合には、直ちに任意後

見人の氏名その他必要な事項を書面にて提出してください。 
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（３）すでに後見・保佐・補助開始の審判を受けている場合、または任意後見監督人の選

任がされている場合にも前２項と同様に書面にて提出してください。 

（４）前３項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも同様に書面にて提出してく

ださい。 

 

第３４条 （特別条件を付加する場合） 

１．会社は、その危険の種類および程度に応じて、特定疾病・部位不担保の方法（別表１

１）により、この保険契約上の責任を負います。 

２．会社は、特別条件を付加する場合、保険証券に表示された特定疾病（これと医学上重

要な関係があると会社が認めた病気（別表４）を含む。）や特定部位に生じた疾病（感染

症（別表９）を除く。）、先天奇形・変形および染色体異常（別表５）、または先天奇形・

変形および染色体異常と医学上重要な関係のある病気（別表６）を直接の原因として、

給付金の支払事由に該当したときは、給付金の支払規定にかかわらず、給付金を支払わ

ないものとします。 

３．保険料の割増引きは行いません。 

 

第３５条 （指定代理人請求による給付金の請求） 

１．被保険者が給付金を請求できない特別な事情があるときは、次項に定める範囲内にあ

るものが、被保険者の代理人として給付金を請求することができます。 

２．指定代理請求人が前項の請求を行う場合、指定代理請求人は請求時において次の各号

のいずれかに該当することを要します。 

（１）被保険者の配偶者 

（２）前号に該当するものがない場合は、被保険者の直系血族または被保険者と同居し、

もしくは被保険者と生計を一にしている被保険者の３親等以内の親族のうち１人 

３．前２項により、指定代理請求人が給付金を請求するときは、必要書類（別表８）のほ

か、給付金の請求書類および第１項の特別な事情を示す書類を会社に提出します。 

４．前３項により、給付金が指定代理請求人に支払われた場合には、その支払い後に、そ

の給付金の請求を受けても、会社は支払いません。 

５．第１項の規定にかかわらず、故意または重大な過失により、給付金の支払事由を生じ

させたものまたは故意に被保険者を給付金の請求をできない状態にさせたものは、指定

代理請求人としての取り扱いをしません。 

６．会社が必要と認めたときは、事実の確認を行い、また、会社の指定した医師に被保険

者の診断を行わせることがあります。 

７．事実の確認に際し、指定代理請求人が、会社からの事実の照会について正当な理由が

なく回答または同意を拒んだときは、その回答または同意を得て事実の確認が終わるま

で給付金を支払いません。また、会社が指定した医師による診断を求めたときも同様と
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します。 

 

第３６条 （管轄裁判所） 

この保険契約における給付金の請求に関する訴訟については、会社の本社の所在地また

は給付金の受取人（給付金の受取人が２人以上いるときは、その代表者。）の住所地を管轄

する高等裁判所（本庁とします。）の所在地を管轄する地方裁判所をもって、合意による管

轄裁判所とします。 

 

別表１ 入院 

「入院」とは、医師（柔道整復師法（昭和４５年法律第１９号）に定める柔道整復師を含みま

す。以下同じ。）または歯科医師による治療（柔道整復師による施術を含みます。以下同じ。）が

必要であり、かつ、自宅等（病院または診療所（別表３）以外の施設を含みます。）での治療ま

たは通院による治療によっては治療の目的を達することができないため、病院または診療所（別

表３）に入り、常に医師または歯科医師の管理下において治療に専念することをいいます。 

 

別表２ 対象となる不慮の事故 

対象となる不慮の事故とは、急激かつ偶発的な外来の事故（ただし、疾病または体質

的な要因を有するものが、軽微な外因により発症し、またはその症状が増悪したときに

は、その軽微な外因は急激かつ偶発的な外来の事故とみなしません。）で、かつ昭和５３

年１２月１５日行政管理庁告示第７３号に定められた分類項目中下記のものとし、分類

項目の内容については、「厚生省大臣官房統計情報部編、疾病、傷害および死因統計分類

提要、昭和５４年版」によるものとします。 

 

※急激・・・突発的に事故が発生することで、事故の原因から結果までの過程が直接的で

時間的な間隔がないことをいい、慢性、反復性、持続性の強いものは該当し

ません。 

※偶発・・・原因または結果の発生が予知できないことで、被保険者の故意によるもの

は該当しません。 

※外来・・・原因の発生が、身体の外からの作用によるもので、身体の内部的原因による

ものは該当しません。 

分類項目 基本分類表番号 

１．鉄道事故 Ｅ８００～Ｅ８０７

２．自動車交通事故 Ｅ８１０～Ｅ８１９

３．自動車非交通事故 Ｅ８２０～Ｅ８２５

４．その他の道路交通機関事故 Ｅ８２６～Ｅ８２９

５．水上交通機関事故 Ｅ８３０～Ｅ８３８
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６．航空機および宇宙交通機関事故 Ｅ８４０～Ｅ８４５

７．他に分類されない交通機関事故 Ｅ８４６～Ｅ８４８

８．医薬品および生物学的製剤による不慮の中毒 

ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎等は含ま

れません。また、疾病の診断・治療を目的としたものは除外します。 

Ｅ８５０～Ｅ８５８

９．その他の固体、液体、ガスおよび蒸気による不慮の中毒 

ただし、洗剤、油脂およびグリース、溶剤その他の化学物質による

接触皮膚炎ならびにサルモネラ性食中毒、細菌性食中毒（ブドー球菌

性、ボツリヌス菌性、その他および詳細不明の細菌性食中毒）および

アレルギー性・食餌性・中毒性の胃腸炎、大腸炎は含まれません。 

Ｅ８６０～Ｅ８６９

１０．外科的および内科的診療上の患者事故 

ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。 
Ｅ８７０～Ｅ８７６

１１．患者の異常反応あるいは後発合併症を生じた外科的および内科的処

置で処置時事故の記載のないもの 

ただし、疾病の診断、治療を目的としたものは除外します。 

Ｅ８７８～Ｅ８７９

１２．不慮の墜落 Ｅ８８０～Ｅ８８８

１３．火災および火焔（えん）による不慮の事故 Ｅ８９０～Ｅ８９９

１４．自然および環境要因による不慮の事故 

ただし、「過度の高温（Ｅ９００）中の気象条件によるもの」、「高圧、

低圧および気圧の変化（Ｅ９０２）」、「旅行および身体動揺（Ｅ９０３）」

および「飢餓、渇、不良環境曝露および放置（Ｅ９０４）中の飢餓、

渇」は除外します。 

Ｅ９００～Ｅ９０９

１５．溺水、窒息および異物による不慮の事故 

ただし、疾病による呼吸障がい、嚥下障がい、精神神経障がいの状

態にあるものの「食物の吸入または嚥下による気道閉塞または窒息（Ｅ

９１１）」、「その他の物体の吸入または嚥下による気道の閉塞または窒

息（Ｅ９１２）」は除外します。 

Ｅ９１０～Ｅ９１５

１６．その他の不慮の事故 

ただし、「努力過度および激しい運動（Ｅ９２７）」中の過度の肉体

行使、レクリエーション、その他の活動における過度の運動」および

「その他および詳細不明の環境的原因および不慮の事故（Ｅ９２８）」

中の無重力環境への長期滞在、騒音暴露、振動」は除外します。 

Ｅ９１６～Ｅ９２８

１７．医薬品および生物学的製剤の治療上使用による有害作用 

ただし、外用薬または薬物接触によるアレルギー、皮膚炎等は含ま

れません。また、疾病の診断・治療を目的としたものは除外します。 

Ｅ９３０～Ｅ９４９

１８．他殺および他人の加害による損傷 Ｅ９６０～Ｅ９６９
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１９．法的介入 

ただし、「処刑（Ｅ９７８）」は除外します。 
Ｅ９７０～Ｅ９７８

２０．戦争行為による損傷 Ｅ９９０～Ｅ９９９

 

別表３ 病院または診療所 

「病院または診療所」とは、次の各号のいずれかに該当したものとします。 

１．医療法に定める日本国内にある病院または患者を入院させるための施設を有する診療所（患

者を入院させるための施設と同等の施設を有する柔道整復師法に定める施術所において、四肢

における骨折、脱臼、捻挫または打撲に関し施術を受ける場合には、その施術所を含みます。）

なお、介護保険法（平成９年法律第１２３号）に定める介護老人保健施設および介護老人福祉

施設ならびに老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に定める老人福祉施設および有料老人

ホームは含まれません。 

２．前号の場合と同等の日本国外にある医療施設 

 

別表４ 医学上重要な関係のある病気 

医学上重要な関係とは、病名が違っていても、医学上特に関連があるとされる一連の

疾患をさします。 

たとえば、以下の状態等をいいます。 

１ 高血圧症とそれに起因する心臓疾患、脳血管疾患あるいは腎臓疾患 

２ 糖尿病とそれに起因する腎症、網膜症あるいは白内障 

３ 大腸ポリープとそれに起因する大腸ガン 

４ 動脈硬化症とそれに起因する脳血管疾患 

５ 胆石症とそれに起因する胆のう炎、胆のうガンあるいは胆管炎 

６ 肝機能障がいとそれに起因する慢性肝炎、肝硬変、肝ガン 

７ 高尿酸血症とそれに起因する痛風 

 

別表５ 先天奇形、変形および染色体異常 

「先天奇形、変形および染色体異常」については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾

病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」によるものとしま

す。 

分類項目 基本分類コード 

１．先天奇形、変形および染色体異常 Ｑ００－Ｑ９９ 

２．神経系の先天奇形 Ｑ００－Ｑ０７ 

３．眼、耳、顔面および頚部の先天奇形 Ｑ１０－Ｑ１８ 

４．循環器系の先天奇形 Ｑ２０－Ｑ２８ 
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５．呼吸器系の先天奇形 Ｑ３０－Ｑ３４ 

６．唇裂および口蓋裂 Ｑ３５－Ｑ３７ 

７．消化器系のその他の先天奇形 Ｑ３８－Ｑ４５ 

８．生殖器の先天奇形 Ｑ５０－Ｑ５６ 

９．腎尿器系の先天奇形 Ｑ６０－Ｑ６４ 

１０．筋骨格系の先天奇形および変形 Ｑ６５－Ｑ７９ 

１１．その他の先天奇形 Ｑ８０－Ｑ８９ 

１２．染色体異常、他に分類されないもの Ｑ９０－Ｑ９９ 

１３．ダウン症候群 Ｑ９０ 

１４．常染色体のその他のトリソミーおよび部分トリソミー、他に分類

されないもの 
Ｑ９２ 

１５．常染色体のモノソミーおよび欠失、他に分類されないもの Ｑ９３ 

１６．均衡型再配列およびマーカー（染色体）、他に分類されないもの Ｑ９５ 

１７．ターナー症候群 Ｑ９６ 

１８．その他の性染色体異常、女性表現型、他に分類されないもの Ｑ９７ 

１９．その他の性染色体異常、男性表現型、他に分類されないもの Ｑ９８ 

２０．その他の染色体異常、他に分類されないもの Ｑ９９ 

 

別表６ 先天奇形、変形および染色体異常と医学的重要な関係のある病気 

先天奇形、変形および染色体異常と医学上重要な関係とは、病名が違っていても、医学

上特に関連があるとされる一連の疾患をさします。 

 たとえば、以下の状態等をいいます。 

１．被保険者の方の下記に定める医師の診断による先天異常またはこれに随伴する疾病 

２．ダウン症候群と先天性疾患（先天性心疾患、先天性食道閉鎖症、白血病、円錐角膜、斜視、

甲状腺機能亢進症、甲状腺機能低下症） 

３．エドワーズ症候群およびパトー症候群と先天性疾患、口唇裂、口蓋裂、無眼球、小眼球、握

ったままの手、耳の位置が低い等 

４．常染色体のモノソミーおよび欠失、他に分類されないものと先天性疾患、ヒルシュスプルン

グ病等 

５．ターナー症候群と先天性疾患、新生児期の足の浮腫、著しい低身長、首周りの襞（翼状頸）、

先天性心疾患、不妊、第二次性徴の欠如等 

 

別表７ 異常分娩 

対象となる異常分娩とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分

類項目中下記のものを伴う分娩とし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房
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統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」

によるものとします。 

分類項目 基本分類コード 

１．妊娠、分娩および産じょく（褥）における浮腫、たんぱく（蛋白）尿お

よび高血圧性障がい 
０１０～０１６ 

２．主として妊娠に関連するその他の母体障がい ０２０～０２９ 

３．胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸問題 ０３０～０４８ 

４．分娩の合併症 ０６０～０７５ 

５．分娩（単胎自然分娩（０８０）を除きます。） ０８１～０８４ 

６．主として産じょく（褥）に関連する合併症 ０８５～０９２ 

７．その他の産科的病態、他に分類されないもの ０９４～０９９ 

 

別表８ 請求書類 

（１）給付金の請求書類 

項  目 必要書類 

災害入院給付金 

疾病入院給付金 

（１）会社所定の請求書 

（２）不慮の事故であることを証する書類 

（３）会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書 

（４）被保険者の住民票 

手術給付金 

（１）会社所定の請求書 

（２）会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書 

（３）被保険者の住民票 

入院初期費用給付金 

（１）会社所定の請求書 

（２）会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書 

（３）被保険者の住民票 

入院サポート給付金 

長期入院サポート給付

金 

（１）会社所定の請求書 

（２）不慮の事故であることを証する書類 

（３）会社所定の様式による入院した病院または診療所の入院証明書 

（４）被保険者の住民票 

給付金の指定代理請求 

（１）給付金の請求書類 

（２）主たる被保険者および指定代理請求人の戸籍謄本 

（３）指定代理請求人の住民票と印鑑証明書 

（４）主たる被保険者または指定代理請求人の健康保険被保険者証の写

し 
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（注１）「被保険者の住民票」は、被保険者と給付金の受取人が同一人である場合には提出は不要

とします。 

（注２）会社は、上記以外の書類の提出を求めまたは上記の書類の一部の省略を認めることがあり

ます。また会社が必要と認めたときは、事実の確認を行い、また、会社の指定した医師に診

断を行わせることがあります。 

（２）その他の請求書類 

項  目 必要書類 

保険契約者の変更 

解約 

（１）会社所定の請求書 

（２）保険契約者の印鑑証明書（紛失の場合は公的証明書コピー） 

（３）保険証券 

被保険者の死亡 （１）会社所定の請求書 

（２）会社所定の様式による医師の死亡診断書または死体検案書 

（３）保険契約者の印鑑証明書（死亡時支払金受取人がいるときは死

亡時支払金受取人の戸籍抄本と印鑑証明書） 

（４）保険証券 

指定代理請求人の変更指

定 

（１）会社所定の請求書 

（２）保険契約者の印鑑証明書 

（３）保険証券 

（注１）会社は、上記以外の書類の提出を求めまたは上記の書類の一部の省略を認めることがあり

ます。 

（注２）会社は、被保険者が死亡し、支払うべき金額が「ない」場合はこの限りではありません。

 

別表９ 対象となる感染症 

対象となる感染症とは、平成６年１０月１２日総務局告示第７５号に定められた分類

項目中下記のものとし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編

「疾病、傷害および死因統計分類堤要ＩＣＤ－１０ （２００３年版）準拠」によるも

のとします。 

分類項目 基本分類コード 

１．コレラ Ａ００ 

２．腸チフス Ａ０１．１ 

３．パラチフスＡ Ａ０１．１ 

４．細菌性赤痢 Ａ０３ 

５．腸管出血性大腸菌感染症 Ａ０４．３ 

６．ペスト Ａ２０ 

７．ジフテリア  Ａ３６ 

８．急性灰白髄炎〈ポリオ〉  Ａ８０ 



21 
 

９．ラッサ熱 Ａ９６．２ 

１０．クリミヤ・コンゴ〈Ｃｒｉｍｅａｎ－Ｃｏｎｇｏ〉出血熱 Ａ９８．０ 

１１．マールブルグ〈Ｍａｒｂｕｒｇ〉ウイルス病 Ａ９８．３ 

１２．エボラ（Ｅｂｏｌａ）ウイルス病 Ａ９８．４ 

１３．痘瘡 Ｂ０３ 

１４．重傷急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ） 

ただし、病原体がコロナウイルス属ＳＡＲＳコロナウイルスであるも

のに限ります。 

Ｕ０４ 

 

別表１０ 備考 

備考１．治療を目的とする入院 

美容上の処置による入院、治療を主たる目的としない診断のための検査による入院、介護を主

たる目的とする入院等は、「治療を目的とする入院」に該当しません。 

備考２．疾病に含まれないもの 

疾病に含まれないものとは、先天奇形・変形および染色体異常（別表５）、異常分娩（別表７）

をいいます。 

備考３．アルコール依存、薬物依存 

「薬物依存」とは、ＩＣＤ１０国際疾病分類第１０版（２００３年改訂）に定められた分類項

目中の分類番号Ｆ１１．２、Ｆ１２．２、Ｆ１３．２、Ｆ１４．２、Ｆ１５．２、Ｆ１６．２、

Ｆ１８．２、Ｆ１９．２に規定される内容によるものとし、薬物には、モルヒネ、アヘン、コカ

イン、大麻、精神刺劇薬、幻覚薬等を含みます。 

備考４．保護者 

保護者とは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）および

知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）に定める保護者（後見人または保佐人、配偶者、

親権を行う者、扶養義務者等）をいいます。 

備考５．健康保険の対象となる手術 

健康保険対象の手術とは、公的医療保険制度にもとづく診療報酬点数表によって手術料が算定

される手術をいいます。 

備考６．治療を直接の目的とした手術 

治療を直接の目的とした手術とは、治療を直接の目的として、器具を用い、生体に切断、摘除

などの操作を加えることをいいます。ただし、美容整形上の手術、疾病を直接の原因としない不

妊手術、診断、検査（生検、腹腔鏡検査等）のための手術等は、「治療を直接の目的とした手術」

に含みません。 

 

別表１１ 特定疾病、部位不担保の方法 

（１）不担保部位一覧 
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１．眼球および眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および眼窩内組織を含む。） 

２．耳（外耳、鼓膜、中耳、内耳、聴神経を含む。）および乳様突起 

３．鼻（外鼻、鼻腔、副鼻腔を含む。） 

４．口腔（口唇、口蓋を含む。）、歯、歯肉、舌、顎下腺、耳下腺および舌下腺 

５．咽頭および喉頭（扁桃、声帯を含む。） 

６．甲状腺 

７．食道 

８．胃、十二指腸および空腸 

９．小腸および大腸 

１０．盲腸（虫様突起を含む。） 

１１．直腸および肛門 

１２．肝臓、胆嚢および胆管 

１３．膵臓 

１４．気管、気管支、肺臓、胸膜および胸郭 

１５．腎臓（腎盂を含む。） 

１６．尿管、尿道および膀胱 

１７．睾丸、副睾丸、精管、精索および精嚢 

１８．前立腺 

１９．子宮および子宮付属器 

２０．卵巣および卵管 

２１．乳房（乳腺を含む。） 

２２．皮膚（頭皮を含む。） 

２３．頸椎部（当該神経を含む。） 

２４．胸椎部（当該神経を含む。） 

２５．腰椎部（当該神経を含む。） 

２６．仙骨部および尾骨部（当該神経を含む。） 

２７．左肩関節部 

２８．右肩関節部 

２９．左股関節部 

３０．右股関節部 

３１．左上肢（左肩関節部を除く。） 

３２．右上肢（右肩関節部を除く。） 

３３．左下肢（左股関節部を除く。） 

３４．右下肢（右股関節部を除く。） 

３５．鼠径部（鼠径ヘルニア、陰嚢ヘルニアまたは大腿ヘルニアに限る。） 

３６．鎖骨 
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３７．脊椎（当該神経を含む。） 

３８．頭蓋骨（上顎骨、下顎骨を含む。） 

３９．骨、軟骨、関節および腱 

４０．頭部および脳（当該神経を含む。眼球および眼球付属器（眼瞼、結膜、涙器、眼筋および

眼窩内組織を含む。）、耳（内耳、中耳、外耳、聴神経を含む。）、乳様突起、鼻（外鼻、鼻腔、

副鼻腔を含む。）、口腔（口唇、口蓋を含む。）、歯、歯肉、舌および顎・耳・舌下腺を除く。）

（２）不担保疾病一覧 

５１．心臓 

５２．腎、尿管結石 

５３．胆石、胆嚢炎 

５４．異常妊娠、異常分娩 

５５．外傷に伴う合併症、後遺症 

５６．喘息に起因する全ての疾病、合併症、後遺症 

５７．高血圧症 

５８．糖尿病 

５９．リウマチ 

６０．うつ病 

６１．持病・現症および既往症に起因する全ての疾病 
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手術給付金特約 

 

この特約の趣旨 

この特約は、被保険者が保険期間中に疾病または不慮の事故による傷害の治療を目的とし

て、手術をした場合に、所定の給付金を支払うことを主な内容とするものです。 

 

第１条 （責任開始日） 

１．この特約は、主契約（災害入院給付金、疾病入院給付金）締結の際、もしくは主契約

の更新の際、保険契約者の申し出により、主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始日は、主契約の普通保険約款（以下、「主約款」といいます。）第

１条（責任開始日）の規定を準用します。 

 

第２条 （手術給付金の支払） 

１．この特約において支払う給付金は、次のとおりです。 

名

称 
支払事由 支払金額 

受

取

人 

支払限度額 

手

術

給

付

金 

被保険者が保険期間中に主約款に定め

る災害入院給付金または疾病入院給付金

の支払われる入院を伴う、健康保険の対象

となる手術（別表１０備考５）をしたとき

① 責任開始日以降に生じた次のいずれ

かを直接の原因とする手術であること 

（ア）疾病 

（イ）不慮の事故（別表２） 

（ウ）不慮の事故（別表２）以外の外因 

② その手術が治療を直接の目的とした

病院または診療所（別表３）における手

術（別表１０備考６）であること 

入院１回につき 

手術給付金額 

５００００円 

被

保

険

者 

１保険期間における

通算支払給付金額は、全

ての給付金（主契約およ

び他の特約を付加して

いる場合はその特約の

給付金も含みます。）を

合算して８０万円を限

度とします。 

２．前項に関する補則は次のとおりです。 

（１）被保険者が責任開始日前に生じた疾病、不慮の事故または不慮の事故以外の外因を

原因として入院した場合でも、責任開始日からその日を含めて２年を経過した後に入

院を開始し、前項の支払事由が生じた場合は、その手術は責任開始日以後の原因によ

るものとみなして、前項の規定を適用します。 

（２）被保険者が同一の不慮の事故を直接の原因とする入院を２回以上したときは、１回
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の入院とみなして、前項の規定を適用します。ただし、前項の給付金が支払われるこ

ととなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日経過後に開始した

入院については、新たな入院とみなします。 

（３）被保険者が同一の疾病を直接の原因とする入院を２回以上したときは、１回の入院

とみなして、前項の規定を適用します。ただし、前項の給付金が支払われることとな

った最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日経過後に開始した入院に

ついては、新たな入院とみなします。 

（４）被保険者が１入院中に２回以上の手術を受けた場合には、前項の給付金の支払は１

回とします。 

３．前２項の規定にかかわらず、次のいずれかにより、給付金の支払事由に該当した被保

険者の数の増加が、この特約の計算基礎に重大な影響を及ぼすときは、会社は、給付金

を削減して支払い、または支払わないことがあります。 

（１）戦争その他の変乱によるとき 

（２）地震、噴火または津波によるとき 

 

第３条 （免責事由） 

１．給付金の支払事由に該当しても給付金を支払わない場合（以下、「免責事由」といいま

す。）は、次のいずれかとします。 

（１）被保険者または保険契約者の故意または重大な過失 

（２）被保険者の犯罪行為 

（３）被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故 

（４）被保険者の泥酔の状態を原因とする事故 

（５）被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故 

（６）被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生

じた事故 

（７）被保険者の薬物依存（別表１０備考３） 

（８）頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見のないもの（原

因の如何を問いません。） 

２．免責事由に該当した場合、給付金の支払は行わず、この特約は有効に継続します。 

 

第４条 （特約の締結時期） 

特約の締結時期は、次のとおりとします。 

（１）新契約締結時 

（２）保険契約の更新時 

 

第５条 （給付金の請求、支払時期および支払場所） 
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この特約の給付金の請求、支払時期および支払場所については、主約款第７条（給付金

の請求、支払時期および支払場所）に関する規定を準用します。 

 

第６条 （特約の保険料の払込免除） 

この特約に対する保険料の払込免除は取り扱いません。 

 

第７条 （特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料の払込については、主約款第１０条（保険料の払込）の規定を準用

します。 

２．前項にかかわらず、この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要

します。 

 

第８条 （特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第９条 （払込猶予期間中に給付金の支払事由が生じた場合）  

払込猶予期間中に給付金の支払事由が生じたときは、主約款第１２条（払込猶予期間中

に給付金の支払事由が生じた場合）に関する規定を準用します。 

 

第１０条 （特約の復活） 

失効した特約の復活は取り扱いません。 

 

第１１条 （特約の解約および解約返戻金） 

１．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。また、

この特約には解約返戻金は発生しません。 

２．保険契約者がこの特約の解約を請求するときは、必要書類（別表８）を会社の本社ま

たは会社の指定した場所に提出してください。 

３．解約日の属する日の翌月の保険料が払い込まれた場合、この特約の保険料は、保険契

約者の保険料振替口座へ払い戻します。 

 

第１２条 （特約の給付金額の変更） 

保険契約者からの申し出による保険期間中の、給付金額の増減額は取り扱いません。 

 

第１３条 （詐欺による取り消し） 

保険契約者または被保険者の詐欺によりこの特約を締結したときは、会社は、この特約

を取り消すことができます。この場合、すでに払い込まれたこの特約の保険料は払い戻し
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ません。 

 

第１４条 （不法取得目的による無効） 

保険契約者が給付金を不法に取得する目的または他人に給付金を不法に取得させる目的

をもってこの特約を締結したときは、会社は、この特約を無効とし、すでに払い込まれた

この特約の保険料は払い戻しません。 

 

第１５条 （告知義務） 

保険契約者または被保険者は、会社がこの特約の締結の際、支払事由の発生の可能性に

関する重要な事項のうち所定の書面で告知を求めた事項について、その書面により告知す

ることを要します。 

 

第１６条 （告知義務違反による解除） 

この特約の締結に際しての告知義務違反による解除については、主約款第１９条（告知

義務違反による解除）に関する規定を準用します。 

 

第１７条（重大事由による解除） 

この特約の締結に際しての重大事由による解除については、主約款第２１条（重大事由

による解除）に関する規定を準用します。 

 

第１８条 （特約の更新） 

１．主契約が更新されたときには、この特約も同時に更新されるものとします。 

２．本条の規定によりこの特約が更新される場合には、主約款第２２条（保険契約の更新）

に関する規定を準用します。 

 

第１９条 （特約の消滅） 

主契約が解約その他の事由により消滅した場合、この特約も同時に消滅します。 

 

第２０条 （特約の契約者配当） 

この特約に対する契約者配当はありません。 

 

第２１条 （主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

 

                                4161-05（202004 新） 
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入院初期費用給付金特約 

 

この特約の趣旨 

この特約は、被保険者が保険期間中に疾病または不慮の事故による傷害の治療を目的と

して、入院した場合に、所定の給付金を支払うことを主な内容とするものです。 

 

第１条 （責任開始日） 

１．この特約は、主契約（災害入院給付金、疾病入院給付金）締結の際、もしくは主契約

の更新の際、保険契約者の申し出により、主契約に付加して締結します。 

２．この特約の責任開始日は、主契約の普通保険約款（以下、「主約款」といいます。）第

１条（責任開始日）の規定を準用します。 

 

第２条 （入院初期費用給付金の支払） 

１．この特約において支払う給付金は、次のとおりです。 

名

称 
支払事由 支払金額 

受

取

人

支払限度額 

入

院

初

期

費

用

給

付

金 

被保険者が、保険期間中に

主約款に定める災害入院給付

金または疾病入院給付金の支

払われる入院をしたとき 入院１回につき、 

入院初期費用給付金額

１００００円 

被

保

険

者

１保険期間における通算支

払給付金額は、全ての給付金

（主契約および他の特約を付

加している場合はその特約の

給付金も含みます。）を合算し

て８０万円を限度とします。

２．前項に関する補則は次のとおりです。 

（１）被保険者が責任開始日前に生じた疾病、不慮の事故または不慮の事故以外の外因を

原因として入院した場合でも、責任開始日からその日を含めて２年を経過した後に入

院を開始したときは、その入院は責任開始日以後の原因によるものとみなして、前項

の規定を適用します。 

（２）被保険者が前項に規定する同一の不慮の事故を直接の原因とする入院を２回以上し

たときは、１回の入院とみなして、前項の規定を適用します。ただし、前項の給付金

が支払われることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日経

過後に開始した入院については、新たな入院とみなします。 

（３）被保険者が前項に規定する同一の疾病を直接の原因とする入院を２回以上したとき
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は、１回の入院とみなして、前項の規定を適用します。ただし、前項の給付金が支払

われることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日経過後に

開始した入院については、新たな入院とみなします。 

３．前２項の規定にかかわらず、次のいずれかにより、給付金の支払事由に該当した被保

険者の数の増加が、この特約の計算基礎に重大な影響を及ぼすときは、会社は、給付金

を削減して支払い、または支払わないことがあります。 

（１）戦争その他の変乱によるとき 

（２）地震、噴火または津波によるとき 

 

第３条 （免責事由） 

１．給付金の支払事由に該当しても給付金を支払わない場合（以下、「免責事由」といいま

す。）は、次のいずれかとします。 

（１）被保険者または保険契約者の故意または重大な過失 

（２）被保険者の犯罪行為 

（３）被保険者の精神障がいの状態を原因とする事故 

（４）被保険者の泥酔の状態を原因とする事故 

（５）被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故 

（６）被保険者が法令に定める酒気帯び運転またはこれに相当する運転をしている間に生

じた事故 

（７）被保険者の薬物依存（別表１０備考３） 

（８）頸部症候群（いわゆる「むちうち症」）または腰痛でいずれも他覚所見のないもの（原

因の如何を問いません。） 

２．免責事由に該当した場合、給付金の支払は行わず、この特約は有効に継続します。 

 

第４条 （特約の締結時期） 

特約の締結時期は、次のとおりとします。 

（１）新契約締結時 

（２）保険契約の更新時 

 

第５条 （給付金の請求、支払時期および支払場所） 

この特約の給付金の請求、支払時期および支払場所については、主約款第７条（給付金

の請求、支払時期および支払場所）に関する規定を準用します。 

 

第６条 （特約の保険料の払込免除） 

この特約に対する保険料の払込免除は取り扱いません。 
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第７条 （特約の保険料の払込） 

１．この特約の保険料の払込については、主約款第１０条（保険料の払込）の規定を準用

します。   

２．前項にかかわらず、この特約の保険料は、主契約の保険料とともに払い込むことを要

します。 

 

第８条 （特約の失効） 

主契約が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向かって効力を失います。 

 

第９条 （払込猶予期間中に給付金の支払事由が生じた場合）  

払込猶予期間中に給付金の支払事由が生じたときは、主約款第１２条（払込猶予期間中

に給付金の支払事由が生じた場合）に関する規定を準用します。 

 

第１０条 （特約の復活） 

失効した特約の復活は取り扱いません。 

 

第１１条 （特約の解約および解約返戻金） 

１．保険契約者は、いつでも将来に向かって、この特約を解約することができます。また、

この特約には解約返戻金は発生しません。 

２．保険契約者がこの特約の解約を請求するときは、必要書類（別表８）を会社の本社ま

たは会社の指定した場所に提出してください。 

３．解約日の属する日の翌月の保険料が払い込まれた場合、この特約の保険料は、保険契

約者の保険料振替口座へ払い戻します。 

 

第１２条 （特約の給付金額の変更） 

保険契約者からの申し出による保険期間中の、給付金額の増減額は取り扱いません。 

 

第１３条 （詐欺による取り消し） 

保険契約者、被保険者または給付金の受取人の詐欺によりこの特約を締結したときは、

会社は、この特約を取り消すことができます。この場合、すでに払い込まれたこの特約の

保険料は払い戻しません。 

 

第１４条 （不法取得目的による無効） 

保険契約者が給付金を不法に取得する目的または他人に給付金を不法に取得させる目的

をもってこの特約を締結したときは、会社は、この特約は無効とし、すでに払い込まれた

この特約の保険料は払い戻しません。 
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第１５条 （告知義務） 

保険契約者または被保険者は、会社がこの特約の締結の際、支払事由の発生の可能性に

関する重要な事項のうち所定の書面で告知を求めた事項について、その書面により告知し

てください。 

 

第１６条 （告知義務違反による解除） 

この特約の締結に際しての告知義務違反による解除については、主約款第１９条（告知

義務違反による解除）に関する規定を準用します。 

 

第１７条 （重大事由による解除） 

この特約の締結に際しての重大事由による解除については、主約款第２１条（重大事由

による解除）に関する規定を準用します。 

 

第１８条 （特約の更新） 

１．主契約が更新されたときには、この特約も同時に更新されるものとします。 

２．本条の規定によりこの特約が更新される場合には、主約款第２２条（保険契約の更新）

に関する規定を準用します。 

 

第１９条 （特約の消滅） 

主契約が解約その他の事由により消滅した場合、この特約も同時に消滅します。 

 

第２０条 （特約の契約者配当） 

この特約に対する契約者配当はありません。 

 

第２１条 （主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めのない場合には、主約款の規定を準用します。 

 

 

 

                                 

 

 

 

 

4161-05（202004 新） 
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保険料クレジットカード支払特約 

 

第１条（特約の適用） 

１．この特約は、主たる保険契約（以下、「主契約」といいます。）締結の際または保険料

払込期間の中途において、保険契約者から、主契約の普通保険約款（以下、「主約款」と

いいます。）にかえて、会社の指定するクレジットカード（以下、「指定カード」といい

ます。）により保険料を払い込む旨の申出があり、かつ、会社がこれを承諾した場合に適

用します。 

２．前項の指定カードは、保険契約者が、会社の指定するクレジットカード発行会社（以

下、「カード会社」といいます。）との間で締結された会員規約等（以下、「会員規約等」

といいます。）にもとづき、カード会社より貸与されまたは使用を認められたものである

ことを要します。 

 

第２条（保険料の払込） 

１．保険料は、主約款の保険料の払込の規定にかかわらず、会社が指定カードの有効性の

確認（利用限度内であること等の確認を含みます。以下同じ。）を得た上で、次の時に、

指定カードにより保険料相当額を決済すること（以下、「クレジットカード支払」といい

ます。）によって会社に払い込まれるものとします。 

(１) 第１回保険料および年払保険料の場合は、会社がクレジットカード支払を承諾した時 

(２) 第２回以後の保険料の場合は、払込期月中の会社の定めた日 

２．同一の指定カードで２件以上の保険契約のクレジットカード支払を行う場合には、保

険契約者は、会社に対して決済順序を指定できないものとします。 

３．保険契約者は、カード会社の会員規約等にしたがい、保険料相当額をカード会社に支

払うことを要します。 

４．会社が指定カードの有効性の確認を得た後で、会社がカード会社より保険料相当額を

領収できなかった場合には、その払込期月中の保険料（第１回保険料および年払保険料

を含みます。）については、クレジットカード支払がなかったものとして取り扱います。 

５．会社は、クレジットカード支払により払い込まれた保険料については領収証を発行し

ません。 

 

第３条（指定カードの変更） 

保険契約者は、会社に申し出ることにより、指定カードを他の指定カードに変更するこ

とができます。 

 

第４条（口座振替への変更） 

保険契約者は、会社に申し出ることにより、クレジットカードによる保険料の払込を中
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止して、保険料の払込方法〈経路〉を口座振替による方法に変更することができます。 

 

第５条（特約の消滅） 

１．つぎの事由に該当したときは、この特約は消滅します。 

（１）会社が指定カードの有効性の確認を得られなかったとき 

（２）会社がカード会社より保険料相当額を領収できなかったとき 

（３）カード会社が保険料のクレジットカード支払の取扱を停止したとき 

（４）保険契約が消滅または失効したとき 

（５）口座振替による方法に変更したとき 

２．第１項第１号から第３号までに該当する場合、会社はその旨を保険契約者に通知しま

す。この場合、保険契約者は、保険料の払込方法〈経路〉を口座振替による方法に変更

してください。 

 

第６条（主約款の規定の準用） 

この特約に別段の定めがない場合は、主契約の規定を準用します。 
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